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情報技術産業においては，自社の技術製品購入者およびサービス利用者のネットワーク規模を背後

に市場競争を行う側面があり，技術製品の購入者間で形成されるネットワーク効果を考慮に入れた企

業戦略が戦略的に採用される事例が多く見られる。

技術競争力や技術普及率を上昇させる戦略の例として，自社製品の製品技術・規格・仕様といった

技術情報を積極的に技術開発元企業が他企業に公開・提供する技術公開戦略が挙げられる。この技術

公開戦略を採った企業は，自社技術を提供することで他企業と技術情報を共有し，同時に同一技術製

品市場での競争を行なっている。技術保有企業が技術情報を公開・提供すると，同一技術に基づいた

クローン製品が生産され，技術を公開した企業はライバル技術製品だ、けでなく自ら技術情報を公開・

提供したことで他企業のクローン製品とも市場で競争することになるのであるo ここで，技術情報を

公開・提供することによって生じるネットワーク外部性を考慮すると，クローン製品の販売によって

技術開発元企業の売上は競争によって減少する可能性があるが，その一方でクローン製品の販売数は，

技術開発企業が提供する技術製品全体のユーザー数（インストールベース）を拡大させる効果による

利益が考えられる。技術開発元企業は，このような技術情報の公開・提供に伴うトレード・オフ関係

を考慮して戦略を決定することになる。このような文脈の中で，本稿では情報技術産業における企業

間競争での戦略的企業行動として技術公開戦略についての考察を行なう。

特に本稿と関連のある先行研究として以下の論文が挙げられる。

Conner and Rumelt (1）は，情報財，特にソフトウェア産業で問題となる違法コピー製品使用者の存

在の影響をネットワーク外部性の観点から分析した。一般的にユーザーによる違法コピー（海賊版）

の存在は，企業により低い収益と消費者により高い購入価格をもたらし，双方に損害を与えるもので

あると考えられている。 Connerand Rumeltは，たとえ違法ユーザーであっても製品のインストール

ベースを増加させる点に着目することで，均衡においてネットワーク外部性の大きさと違法コピー防
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止策（プロテクション）の水準によっては，プロテクションコストがゼロの場合でもプロテクトしな

い戦略が企業に高い収益と消費者に低い購入価格をもたらすという意味で最適な戦略となりえること

を示した。

Shy and Thisse (3）は，（1）で独占企業として設定されていたモデルを差別化されたソフトウェア製品

の複占モデルに拡張して分析を行なった。また，正規販売ソフトウェアにはサポートサービスがバン

ドルされているものとし，正規購入者にはサポートによる便益が追加されることと違法コピー使用者

には製品サポートが無いことを考慮して，消費者をサポートから追加的便益を受けるタイプと，たと

え正規購入者になってもサポートから追加的便益を受けないタイプが存在することを導入している。

Shy and Thisseは市場を複占モデルに拡張することによって，競争環境下にある企業が違法コピー使

用者の存在に対してプロテクトするかどうかの戦略的インセンティプを考察している。分析の結果，

ネットワーク外部性が十分大きい場合，両企業ともプロテクションしない戦略の組がナッシュ均衡と

なり，このとき利潤が最も高くなることが示された。

Conner (2）は，（1）のモデルを応用し，技術開発元のイノベーター企業が他企業に技術公開・提供を戦

略的に行なう可能性についての考察に分析を広げた。モデルでは，技術情報非公開の下で技術開発元

企業が独占販売を行なうケースと，技術情報を公開した場合に技術情報を提供されたクローン企業と

ベルトラン／シュタッケルベルグ競争を行なうケースの分析がなされている。このモデル設定の下で

の分析結果では，クローン企業が先手で価格設定を行い，技術を開発したイノベータ－企業が後手と

なって価格設定をする価格設定戦略の組がナッシュ均衡となることが示された。さらに，このときネッ

トワーク外部性の大きさがオリジナル製品とクローン製品の品質比を上回っているならば，イノベー

ター企業の利潤は独占利潤よりも後手イノベーターの利潤の方が大きいことが示された。これは新し

い技術分野で独占的ポジションになれるときでさえ，市場での競争環境によってはクローンを奨励す

ることが技術開発元企業にとって利潤増加につながる可能性があることを意味している。

本稿では， Conner(2）のモデルで設定されていた市場環境をもとに，技術製品購入者間で形成される

ネットワーク外部性を考慮したモデル設定の下で，技術開発元企業がクローン企業に技術公開を行

なったとき，両企業が生産量を戦略変数としたクールノー／シュタッケルベルグ競争を行なうものと

して分析を行なう。このとき，どのような市場条件の下で，技術開発元企業が独占販売ではなく戦略

的に自社の技術情報を公開する誘因をもち公開決定を行なうのかを示す。

2 モデル

ある技術を開発した企業がその技術をもとに独占的に製品を販売するのか，それともその技術情報

を公開・提供してクローン製品を他企業が販売できるようにするのか，という選択に直面している状

況下での技術開発元企業の戦略決定について考察を行なう。

まず，第2.1節でConner(2）モデルに従ってネットワーク外部性を導入した逆需要関数を設定する。

その逆需要関数をもとに，第2.2節で技術情報が公開された複占市場におけるクールノー／シュタケル

ベルク競争を分析し，両企業の生産量設定手番についてのナッシュ均衡を求める。そして，第2.3節で
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技術開発元企業の技術公開戦略の決定問題について考察する。

モデルの主な仮定として，技術開発元企業が他企業に技術情報を提供する際，提供される企業は 1

社のみであり，無償ライセンスが行なわれるものとする。また，両企業は技術製品の生産について同

一の費用構造を持っているとする。なお，技術開発元企業が開発した技術製品と競争関係にある非互

換製品を販売しているライバル企業がいない市場環境を想定する。

2.1 ネットワーク外部性を考慮した需要の設定

経済全体の人数をK，開発された技術製品に対する消費者 iの噌好をじとする。このじは，その技

術製品の購入に対する各消費者の留保価格といえる。ある一定の潜在的購入者数を N(rミ0）とするo

K＝αN（α＞1）とおくと，どのような価格でも購入することのない消費者は K-N=N（α－1）と表せ

る。ここで，晴好 zはtε ［－（α－1),1］で一様に分布していると仮定する。

技術製品購入者間で発生するネットワーク外部性の概念を導入するために，技術製品の全購入者数

をQで表し，ネットワーク外部性のパラメータを r(>O）とする。 yは，技術製品に対するインストー

ルベース単位当たりの追加的価値の大きさを表す。ここで，消費者の晴好 rはrQに関して増加関数で

あり，ネットワーク効果の上昇は技術製品に対する消費者の晴好（留保価格）を高くするものとする。

これにより，各消費者の技術製品に対する便益が，同一技術製品の利用者が大きいほど高くなるとい

うネットワーク効果を考慮することになる。本稿の議論での需要（購入者数） Qは，消費者がある価

格の下で予想した製品購入者数 Qeと実際に実現した購入者数が一致している合理的期待均衡を考え

る。なお，技術情報が提供されて生産されたクローン製品は，オリジナル製品と完全な互換性がある

ものとする。これは，オリジナル製品・クローン製品のどちらを購入したとしても，購入者は製品を

利用するにあたっては同一技術のネットワークに属することを意味する。以上のようにネットワーク

外部性を考慮すると，噌好 rの分布はれ［－（α－l)+rQ,1＋γQ］となる。また，このときの潜在的

購入者はN=K(l+r)Iαと表せる。したがって，ネットワーク外部性を考慮した消費者の噌好を考え

ることによって，潜在的購入者は N(l+rQ）に増加することになる。

企業 1 （技術開発元企業）と企業 2 （クローン製品企業）の価格と品質をそれぞれp;(i=l, 2), S; 

(i=l, 2）で表す。ここでの品質は，評判・製品デザイン・サポートなどを含んだ広い意味での品質と

する。ただし，技術開発元企業のオリジナル製品の方がクローン製品よりも品質に関して優れている

(s1 >s2>0）と仮定する。また，両企業は同一の限界費用・固定費用と仮定し，簡単化のためゼロとお

し 技術製品を購入した消費者が製品の使用によって得られる便益をおじ （rQ）とする。すなわち，

消費者が製品から得られる便益は，購入した製品の品質と製品購入者間で形成されるネットワーク効

果を考慮した技術製品に対する噌好との積とする。また，各消費者は技術製品を 1単位購入するか購

入しないものとし，便益を最大化する選択行動を行なうものとする。

ここで，技術開発元企業がクローン企業に技術情報を公開・提供する場合を考える。このとき，こ

の技術製品市場には同一技術に基づいているが品質が異なるオリジナル製品とクローン製品が存在す

ることになる。このケースでの消費者の購入選択問題は，以下のように表せる。
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・オリジナル製品の購入者

S1 ri-Pi二三O

S1ri-p1二とおじ－p2

・クローン製品の購入者

ぬれ－p2ミO

S2 ri -P2 > S1 ri-Pl 

．非購入者

S1ri-P1くO

ぬれ－p2くO

経済論 究第 109 号

このとき，各技術製品の限界的購入者と非購入者は，以下のようになる。

オリジナル製品：ロミ（p1-p2)/(s1 -s2) 

クローン製品： p2/s2豆じく（p1-P2)/(s1 -s2) 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

(8) 

非購入者：おくP2IS2 (9) 

潜在的購入者付与0）についての条件付分布関数を F（・）とすると，実際に製品の購入をした消費者

の割合は，図 1のように表せる。ここで，クローン製品が売れるには pifs2く（p1-P2)/(s1 -s2）が満たさ

れていなければならない。これより，クローン企業が存在する条件は Pi/S1 > P2I S2となる。これは，ク

ローン製品はオリジナル製品よりも品質の単位当たりの価格が低くなければならないことを意味して

いる。

各企業の製品購入者数は，相手企業の価格に依存している。技術開発元企業の価格を一定としてク

ローン製品の価格が下がると，オリジナル製品の購入でなくクローン製品を購入する消費者と非購入

者からクローン製品購入者となる消費者がいるためオリジナル製品購入者の割合は減少するが，全体

の購入者数は増加する。また，クローン製品の価格は一定としてオリジナル製品の価格が下がると，

クローン製品でなくオリジナル製品を購入する消費者がいるためクローン製品購入者の割合は減少す

るが，この場合には技術製品の購入者全体数は変化しない。ここで，技術製品に対して高い晴好をも

っ消費者は，オリジナル製品かクローン製品かを価格と品質にしたがって購入選択をすることになる。

F（・）

E孟 El.ニ~
s2 s1-s2 

図1：条件付分布関数と購入選択
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一方，非購入者はクローン製品の価格と品質のみに依存しており，技術製品購入者全体としての限界

的購入者はクローン製品の限界的購入者となる。一様分布の仮定とクローン製品の価格についての制

限より，クローン製品購入者は比較的低い噌好の消費者と技術製品全体の限界的購入者に近い低晴好

の消費者が混在していることになるo

以上の設定から，予想、と現実の購入者が一致 （Q=Qe）している合理的期待均衡における各技術製品

の需要を求めるために，まず技術製品の全体に関する需要を求める。

オリジナル製品もしくはクローン製品を購入する全体の需要 （Q=Q1+Q2）は，次式のように潜在的

購入者数と実際に購入する消費者の割合との積で表せる。

Q=N(l + yQe)[ 1-F（計］

けま一様に分布しているとの仮定より F（生）－_E心しであり，期待均衡において以下のような需
¥ S2 /-1十rQe

要が実現することになる。

Q~N[1－（号）］
1-rN 

ここで，右下がりの線形需要曲線として rNく1とする。

オリジナル製品についての需要関数を求める。オリジナル製品の購入者数は，潜在的購入者数と実

、‘
．．
 
，，
 

n
H
U
 

’EE
A
 

，，．E
‘、

際にオリジナル製品を購入する消費者の割合との積で表せる。

Qi=N(l + rQe)l 1-F（手ニム）｜
L ¥ ~1- ~2 ／」

上式に F{~ )=12_i-p2/ s1 -s2を代入し，さらに Qeに式側を代入すれば，オリジナル製品の需
¥ S1 -S2 } 1 + yQe 

要関数が求められる。

I Vー （s -s坑N¥I NrJi Qi(pi, P2）二一~11＋判 δ2 1/ ）卜」笠L
1－乞'.LY L S2 ¥ S1 -S2 / J S1 -S2 

4
U，

 

噌
E
－A

クローン製品の需要関数についても同様に求めることができる。

Q戸川l+rぴ）IF（平二竿）－F（竿）｜
し＼ぷ1 -~2 / ¥ ~2 ／」

上式に F件二叫 ＝ P1 -P2I S1 -S2 F同＝企午 ，式（10）を代入すれば，クローン製品の需要関数
¥ S1 -S2 } 1 + yQe ’＼  S2} 1 + yQe 

が求められる 0

Q2(p1, P2）＝主試合一三） 、、盲目，，
a
，fu 
噌
E
E
A

’’sz
‘、

クローン製品が存在するには pi/S1 > P2I S2が成立していなければならないことが確認できる。

ここで，企業の戦略変数が生産量であるクールノー競争を考察するために，各技術製品の価格を期

待均衡で実現する生産量の関数として表す。このとき，消費者が予想した購入者数と実際の生産量が

一致しており，その生産量の組によって決まる各技術製品の価格で消費者は購入選択をしている。式

ωと式（12）より，それぞれの逆需要関数を求めると次のようになる。ここで， QiをQi(i=l, 2）に置き
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換え各企業の生産量とする。

s1(l-rN) (s1rN-s) 
P1(q1, q2)= - N q1 + N 2 q2十S1

i(l-rN) 
pi( q1, q2) = -S N ( q1 + q2) + S2 

情
M
切

A
剖
q

h

u

h

H

U

・

ここで，式（12）にはネットワーク外部性のパラメータがないことから直接的にクローンの需要に外部

性は影響しないが，生産量の関数として表現されたクローンの逆需要関数にはネットワーク外部性が

直接的に影響することになる。

2.2 技術公開後の複占市場：クールノー／シュタッケルベルグ競争

技術開発元企業が技術を公開した場合，市場は同一技術に基づいた技術製品（オリジナル製品とク

ローン製品）が供給される複占競争となる。ここでは，企業が生産量設定手番を採ることで複占競争

の形態をケース分けし，それぞれの競争形態についての考察を行なう。

生産量を戦略変数とした各企業の利潤関数は， IL(qi,qj)=plqi, qj)qi (i, i=l, 2; i宇j）となる。

ここで，各企業の反応関数九（qJ(i, j=l, 2リヰj）を求めると以下のようになる。

一（s1rN-s2) N 
Ri(q2)-2s1(l -rN) q2+ 2(1-rN) (l5) 

N Ri( q1) = --q1 + (16) 
2 2(1-rN) 

式側より，クローン企業の生産量は，技術開発元企業の生産量が増加すると減少する戦略的代替関

係をもっ。一方，クローン企業の生産量に対する技術開発元企業の生産量の戦略的関係は，式ωの第

1項の分子に依存しており， s1rN-s2くOならば戦略的代替関係， s1rN-s2>0ならば戦略的補完関係

をもつことになる。これは，ネットワーク外部性の大きさ rNと技術製品の品質比si/S1との不等号関

図2：反応直線と等利潤曲面 rN＞手
.:,1 

1 Q2 

。

2 3 

QI 

図3：反応直線と等利潤曲面倒＜芋
δ1 
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係によって技術開発元企業のクローン企業の生産量に対する戦略的関係が決まることを意味してい

る。図 2(s1 =2/5, S2ニ 1/5,r=2/3, N=l）と図 3(s1=2/5, s2=1/5, r=l/3, N=l）は，各企業の

反ff)直線と等利潤曲面を数値例を用いて図示したものである。

各企業の生産量設定手番の組み合わせによって 4つの競争形態が考えられる0

・CASE1：両企業追従者のケース

• CASE 2：技術開発元企業先導者 クローン企業追従者のケース

・CASE3：クローン企業先導者一技術開発元企業追従者のケース

• CASE 4：両企業先導者のケース

以下では，それぞれのケースでの均衡生産量・均衡価格・均衡利潤を求め，生産量設定手番を純戦

略とする手番ゲームのナッシュ均衡を求める。なお，求めた均衡値にL （先導者）・ F （追従者）・ C

（同時手番）を付けて各手番での均衡を区別する。

くCASED

両企業とも追従者として行動する場合には，お互いが相手の生産量を所与として生産量を決定する

ことを意味する。したがって，この場合は同時手番クールノー・ナッシュ均衡を求める。このときの

均衡となるのは cqf=Rlcqf) (i, j=l, 2: i宇j）であり，反応関数の交点が均衡点となる。

それぞれの均衡生産量，均衡価格，および均衡利潤を求めると以下のようになる。

N[s1(2-yN)-s2] c *- Ns1 
Q1一／1 Ml¥r¥rnlA つM)¥T¥_ n 1, Q2 一角川つ~，l\T\ - 。。

C牢＿ s1[s1(2-rN)-s2] c *- s向 （1-yN)
vi - s1(4-3yN)-s2’v2 -s1(4-3yN)-s2 

cπ＊ －  Ns1[s1(2-yN)-s2J2 cTH_ l¥忌rs2(l-yN)
111一（1-yN)[s1(4-3yN)-s2]2' 112一［s1(4-3yN)-s2]2

くCASE2> 

(18) 

(19) 

技術開発元企業が先に生産量を決定する生産量設定の先導者として行動し，追従者としてクローン

企業が生産量を決定するというシュタッケルベルグ競争の場合について考える。この 2段階ゲームの

シュタッケルベルグ競争の均衡は，サプゲーム完全均衡を求めることになる。

クローン企業は技術開発元企業の生産量をもとに最適反応生産量を設定する。一方，技術開発元企

業はそのようなクローン企業の行動を読み込んだ上で利潤を最大化する生産量を設定する。よって，

相手の反応直線と自社の等利潤曲線が接する点が均衡点となる。このとき，技術開発元企業は 1段階

自で次のような最適化問題を解くことになる。

Lqt=maxLIL(qi, Ri(q1)) 

2段階目でクローン企業は決定された Lqfをもとに最適反応生産量 Fqf = Ri(Lqt）を設定する。

それぞれの均衡生産量，均衡価格，および均衡利潤を求めると以下のようになる。
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L * N F 虫 N
Qi'= 2(1-rN)' q,;; = 4(1-rN) 

L＿本 ＿ s1(2-rN)-s2 F_*_§2_ 

日－ 4(1－ γ-N） ’JJ2 -4 

LTH_  N[si(2-rN)-sz] Fn牢－ 1ぬ2
111 - 8(1-rN)2 ' 112 -16(1-rN) 

品
川
町

d
H
4

品川山町

向日山
F

向

υ山F

向
日
凶
F

くCASE3> 

同様に，クローン企業が生産量設定の先導者で技術開発元企業が追従者の場合の均衡生産量，均衡

価格，均衡利潤を求めると以下のようになる。

L*- N[s1(4-rN)-3s2] L*- Ns1 
l/l - 4(1-rN)[s1(2－γ-N)-s2］’ lf2 -2[s1(2-rN)-s2] 

人事＿ s1[s1(4-rN)-3s2] L*-s2 
JJi - 4[s1(2-rN)-s2］’ J)2 -4 

FTT本－ Ns1[s1(4-rN)-3s2]2 LTH- J治 均
111 -16(1-rN)[sβ－rN)-s2]2' 112 -8[sβ－rN)-s2] 
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くCASE4> 

両企業が共に自社の生産量設定によって相手の生産量をコントロールしようとする先導者手番を採

る場合について考える。このとき，どちらかの企業もしくは両企業が手番戦略を変更しない限り，シュ

タッケルベルグ不均衡と呼ばれる状態となる。ここで，先導者手番を採ることについて争った結果は，

各企業が先導者を採るインセンティブの程度に影響を受けるものと考える。

rN>s2/s1の状況では，式（26）の均衡利潤の不等式関係より，技術開発元企業は先導者から手番変更し

ないが，クローン企業は追従者に変更するインセンティブをもっo したがって，結果として技術開発

元企業先導者一クローン企業追従者の均衡利潤の組となると考えられる。ただし， rNくS2/S1の場合，

クローン企業の均衡利潤の不等式関係は LJH>err: >FIT！となるが，次小節での議論でこのケースで

は，技術開発元企業は技術情報を公開しないことが独占利潤との比較によって示される。

LITf>cITf>FIIf, FITf>LITf>cITf if rN＞芋
δ1 

。。

以上の 4ケースを戦略形ゲームを表すと，表 1のようになる。この生産量設定手番ゲームに関する

ナッシュ均衡は，技術開発元企業先導者一クローン企業追従者という手番戦略の組となる。したがっ

表 1：企業の生産量設定手番と利得行列

先導者 ｜ 追従者

(LIU, Fm) I (LIU, Fm) 

(FIU, Lm) I nu, crrn 
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て，もし技術開発元企業が技術情報を公開してクローン企業と生産量を戦略変数とした市場競争を行

なう場合，内生的に生産量設定手番の組が決まり，技術開発元企業先導者一クローン企業追従者とい

う競争形態となる。

反応直線と等利潤曲線 （yN>sz/s1のケース）を図示し，これまでの均衡の結果をまとめると図4の

ように表せる。

Q2 

siN I R1(q2) 

s2-s1rN 

N 
2(1－γN) 

IL 
ぬ
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ぬ
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＞
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1－γN 

図4：反応直線とクールノー／シュタッケルベルグ均衡

2.3 技術非公開と技術公開戦略の決定

技術開発元企業が技術情報を非公開とし，独占販売を行なった場合の利潤は容易に求められる。独

占の場合，市場に存在するのは技術開発元企業のオリジナル製品のみであり，消費者の選択問題は式

(1）と式（5）で購入者と非購入者が決まる。このとき，限界的購入者はじ＞pi/S1である。したがって，独

占販売の場合の需要関数は， MQ1(p1)=N[l-(p1/s1)]/l-yNとなる。なお，この場合の購入者間で形

成されるネットワーク効果はオリジナル製品の購入者数のみの大きさとなる。

逆需要関数は次式のとおりである。

s1(l-yN) 
MP1(q1)=- N q1+s1 (27) 

技術開発元企業が独占販売を行なった場合の均衡生産量，均衡価格，均衡利潤は次のようになる。

M~牢－ N M 本＿ SI Mπ ＊－ s1N 
qi -2(1-yN）’ PI一玄’ lh -4(1-yN) (28) 

ここで，技術開発元企業が技術情報を非公開とし独占販売をする場合の均衡利潤と技術情報を公開

した場合に内生的に決まる生産量設定手番の下での複占競争の均衡利潤を比較すると，以下のような
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したがって，ネットワーク外部性の大きさがオリジナル製品とクローン製品の品質比を上回ってい

るならば，技術開発元企業は技術情報を公開することを選択する。また，式（29）の条件式が満たされて

いるとき，技術開発元企業は追従者となったとしても独占の場合より均衡利潤が高くなることから，

技術情報を公開するインセンティブをもっといえる。しかし，この条件が満たされていないときには，

どのような手番であっても独占での均衡利潤の方が高くなることから，技術情報は非公開とすること

になる。

技術公開条件式 rN>s2!s1が成立つ場合，需要関数式（ID，逆需要関数式ωでも確認できるようにク

ローン製品は技術開発元企業の製品にとって補完財の性質をもつことになる。一方，オリジナル製品

はクローン製品にとって常に代替財の性質をもっている。

ネットワーク外部性によって，クローン製品の存在はユーザーベースを拡大しオリジナル製品の価

値を高める効果が働くことになる。これは，技術開発元企業が独占販売での均衡生産量と同一の生産

水準を技術公開後の生産量設定先導者で設定しており，このとき独占販売での均衡価格よりもクロー

ン製品が存在する場合の方が高くなっていることにも現れている。

また，オリジナル製品とクローン製品の品質差が小さい場合，品質比の値は大きくなる。したがっ

て，品質差が小さく条件式が満たされないような場合には，お互いの技術製品は代替財の性質をもつ

ようになることから，品質比の値は同一技術製品としての競争の程度を表している。

このことから，技術開発元企業が技術情報を公開する際の判断基準となるのは，技術情報を公開し

て自ら競争環境を創出した場合に直面する競争の程度よりも同一技術に基づいた技術製品によって形

成される購入者間のネットワーク効果から得られる製品価値の上昇の方が大きいかどうかということ

ができる。

Connerによる価格を戦略変数とするベルトラン競争での分析結果は，クローン企業先導者一技術開

発元企業追従者という手番の組が価格設定戦略のナッシュ均衡となることが示されていたが，本稿で

の分析結果として企業が生産量を戦略変数して競争を行なう場合では， Connerの分析結果とは反対に

技術開発元企業先導者一クローン企業追従者の手番の組が生産量設定戦略のナッシュ均衡となった。

また，このときネットワーク外部性の大きさがオリジナル製品とクローン製品の品質比を上回ってい

るならば，技術開発元企業の利潤は独占利潤よりも生産量先導者の利潤の方が大きくなり，技術開発

元企業は技術情報を公開することが最適戦略となることが示された。この技術公開に関する式は，企

業の戦略変数がどちらの場合でも同一の公開条件式となる。

全購入者数の比較を行なうと，公開した場合（Lq{+Fqt)の方が独占販売の場合（Mq｛） よりも大きい

ことから，消費者の観点、からも技術開発元企業の技術公開は技術製品のユーザーベースが大きくなり

技術製品利用から得られる便益が高くなる。

本稿のクールノー競争での分析結果（開発元企業先導者一クローン企業追従者）とConnerのベルト

ラン競争での分析結果（クローン企業先導者－開発元企業追従者）との比較を公開条件式 rN>s2!s1が
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満たされている市場環境で行なうと，均衡におけるクローン製品購入者数は同一数となるが，オリジ

ナル製品購入者数は生産量を戦略変数とするクールノー競争の場合の方が多くなっていることから，

全購入者数はクールノー競争の場合が大きくなっている。均衡価格に関しては，クールノー競争に比

べてベルトラン競争の方が両技術製品とも高くなっている。技術公開後に企業が出荷台数となる生産

量を戦略変数として競争を行なう場合，これがネットワーク規模の拡大競争につながり，結果的に価

格競争の場合よりも製品価格が低くなっていることになる。それぞれの均衡利潤を比較すると，クロー

ン企業はベルトラン競争の方が均衡利潤が高く，逆に技術開発元企業はクールノー競争の方が均衡利

潤が高くなっている。これより，技術開発元企業が技術公開を行なうにあたって競争の戦略形態を選

択できる場合には，生産量を戦略変数とするクールノー競争を選択すると考えられる。また，このと

きの技術製品購入者について考えると，ベルトラン競争の場合よりも両技術製品ともにその購入価格

は低価格であり，高品質のオリジナル製品を購入する消費者数が多くなっている。さらに，技術製品

全体の購入者数についてもクールノー競争の場合の方が多く，より大きい購入者間ネットワークが形

成されることから，技術製品利用から得られる各購入者の便益はクールノー競争の方がベルトラン競

争よりも大きくなり，購入者にとっても企業が生産量を戦略変数とする競争を行なった場合の方が望

ましい結果となる。

3 おわりに

本稿では，ネットワーク外部性を考慮した企業戦略として，技術公開戦略についての分析を行なっ

た。技術開発元企業が技術情報を公開する際の判断基準は，クールノー競争・ベルトラン競争のどち

らの場合でも同じ技術公開条件式となるが，内生的に決定される手番についてはその競争形態によっ

て反対の手番を採ることが示された。また，クールノー競争下でのナッシュ均衡手番で先導者となる

技術開発元企業は，独占販売の場合の均衡生産量と同水準の生産量を設定することが可能で、あり，こ

のときネットワーク外部性の効果による製品価値の上昇がオリジナル製品の価格に反映していること

をみた。さらに， Connerによるベルトラン競争モデルの均衡との比較では，技術開発元企業と技術製

品購入者の観点、から考察を行なった。

今後の課題として，次のようなモデルの拡張が考えられる。

まず，技術開発元企業と競争状態にある非互換ライバル技術製品の存在の導入である。この導入に

よって，技術標準獲得競争についての考察，さらに技術開発元企業の技術製品が，ある技術製品領域

のプラットホーム技術として機能し関連補完製品を持つような場合を想定した非互換ライバル技術製

品とのプラットホーム間競争についての考察が考えられる。このとき，自社技術製品のユーザーベー

スの拡大，および自社と同一技術に基づいた製品を生産販売する企業を増加させる目的で技術公開を

戦略的に行なう可能性がある。このような状況を想定することによって，情報技術産業における事実

上の技術標準をめぐる企業間競争で技術公開戦略がどのような影響を与えるのかを考察することがで

きるだろう。

また，知的財産権（特に特許・著作権）が含まれる自社の技術情報を他企業に提供する際には，技
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術ライセンス契約の下で技術情報が取引されるのが一般的である。技術ライセンスでは技術開発元企

業がその技術情報の知的財産権自体は保有し，技術情報を利用して製品を製造・販売できる使用権を

他企業に許諾する。このライセンス戦略を採った知的財産権保有企業（ライセンサー）は，使用権を

与えた対価として技術使用料を技術情報使用権を受ける企業（ライセンシー）から受け取る。このこ

とを考慮し，技術開発元企業が技術情報を公開する際にクローン企業から技術使用料（ロイヤルティ）

を受け取るという設定の下での分析と，技術的には補完関係にあるライバル企業とのクロスライセン

スを含めたライセンス戦略についての分析が考えられる。

以上のような問題意識の下で，ネットワーク外部性を導入した企業間競争モデルでの戦略的な技術

公開と技術ライセンスについての分析へ拡張することを今後の課題としたい。
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